
為替週間展望＝ドル円は１０３円台を中心とするもみ合いか

　　　　　　　　　　［１月２５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    1 月 18 日～ 1 月 22 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  103.78   104.09(19)    103.33(21)    103.64   -0.21

ユーロ・ドル  1.2084   1.2178(22)    1.2054(18)    1.2166   +0.0084

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    28,631.45     +112.27     日本10年債利回り   0.041   -0.002

ダウ平均株価    31,176.01     +184.49     米10年債利回り     1.106   +0.022

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２５日　独１月ｉｆｏ景況感指数

２６日　英１２月雇用統計

　　　　米１１月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米１１月住宅価格指数

　　　　米１月消費者信頼感指数

２７日　豪第４四半期消費者物価指数

　　　　日本１１月景気動向指数改定値

　　　　米１２月耐久財受注

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、２６～２７日）政策金利発表

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

２８日　ＮＺ１２月貿易収支

　　　　日本１２月小売業販売額

　　　　独１月消費者物価指数速報値

　　　　米第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新規失業保険申請件数

　　　　米１２月景気先行指数、米１２月新築住宅販売件数

２９日　日本１２月雇用統計、日本１２月有効求人倍率

　　　　日本１２月鉱工業生産指数速報値

　　　　豪第４四半期生産者物価指数

　　　　独第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　スイス１月ＫＯＦ先行指数

　　　　独１月雇用統計

　　　　カナダ１２月鉱工業製品価格

　　　　米１２月個人所得・個人支出、個人消費支出（ＰＣＥ）デフレーター

　　　　米第４四半期雇用コスト指数

　　　　米１月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米１月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル買いと円買いが交錯して、ドル円は大きく動きにくい展開が見

込まれる。１０３円台では底堅いものの、１０４円台では上値が重いことから、ドル円

は１０３～１０４円台でのもみ合いが継続するとした。

　　　　

【米国でバイデン新大統領が就任】

　２０日にジョー・バイデン氏が第４６代の米大統領に就任した。米大統領就任式の会

場となる連邦議会議事堂周辺では厳重な警戒態勢が敷かれていたが、特に問題もなく大

統領就任式は無事に終了した。バイデン新大統領は就任式の後、ホワイトハウスに入っ

た。地球温暖化対策の国際的な枠組みである「パリ協定」に復帰、世界保健機関（ＷＨ

Ｏ）からの脱退を取りやめる大統領令や指示などを次々に出した。
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　バイデン政権により次期財務長官に指名された前米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）議

長のイエレン氏は１９日に行われた上院財政委員会の指名承認公聴会で、大規模な経済

対策への支持を表明したことから、追加の経済対策への期待感が高まっている。

　　

　２０日の米国株式市場は新大統領誕生による経済対策への期待感などを背景に上昇し

て、ＮＹダウ、ナスダック、Ｓ＆Ｐ５００の主要３指数がそろって最高値を更新した。

リスクオンの動きとなったことで株高によるドル売りの動きを見せた。ドル円は１０３

円台後半から１０３円台半ばまで軟化した。２１日の米国株はＮＹダウが小反落となっ

たが、ナスダックとＳ＆Ｐ５００は連日で最高値を更新した。

　　

　株高の一方で大規模な財政出動による財政の悪化で、米長期金利が上昇に向かうこと

が警戒されている。米１０年物国債利回りは、１２日には１．１８％台まで上昇した。

その後は１．０８％台まで低下したものの、２１日に１．１１％台まで戻すなど高止ま

りしており、一段と上昇に向かう可能性も出てきそうだ。その場合はドル高に傾きやす

くなるとみられる。

　　

　２６～２７日に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）が開催されるが、政策金利や金融

政策に変更はない見通し。１２月のＦＯＭＣでは、資産買い入れに関しては、国債を月

額８００億ドル、住宅ローン担保証券（ＭＢＳ）を月額４００億ドルの合計１２００億

ドルの購入ペースを維持することを決めた。それまでは「今後数か月は購入ペースを維

持する」としていたが、「雇用の最大化と物価の安定が達成できるまで」維持するとし

て、資産購入の期間を長期化する方針を示した。

　　

　パウエル議長は１４日のオンラインセミナーで資産購入の縮小（出口戦略）について

は、「今は議論する時期ではない」「資産購入の縮小ペースについては、十分に前もっ

て周知する」などと述べている。ＦＯＭＣメンバーの一部から年内に量的緩和の縮小

（テーパリング）の議論を開始するように望む声が出てきたことに対するけん制とみら

れる。今回、ＦＯＭＣ後の声明やパウエル議長の記者会見で金融政策の変更を示唆する

ような内容が出てくると、株価や金利水準に影響を及ぼすこととなりそうだが、その可

能性は低く、金融緩和を長期化する姿勢を維持するとみられる。

　　

　ドル円は１０３円台を中心とするもみ合いを続けている。ドル売りの動きがやや勝っ

て、２１日には１０３円台前半まで下落するなど上値の重い動きを見せた。米株高を受

けてのドル売りと円売りの流れが交錯する中、ドル円は１０３円台を中心とするもみ合

いが続くとみられる。このところは１０４円台に乗せても滞空時間が短く、上値を抑え

られやすい展開となりそうだ。ドル円の目先の予想レンジは、１０２．７５～１０４．

７５円。

　　

　２０～２１日には日銀金融政策決定会合では金融政策に変更はなかった。会合の結果

も黒田総裁の記者会見の内容もおおむね想定の範囲内となったことから、為替や株式へ

の影響は限定的となった。

　　

　上記以外の日米の経済指標やイベントとしては、２６日に米１１月Ｓ＆Ｐケースシ

ラー住宅価格指数、米１１月住宅価格指数、米１月消費者信頼感指数、２７日に日本１

１月景気動向指数改定値、米１２月耐久財受注、２８日に日本１２月小売業販売額、米

第４四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新規失業保険申請件数、米１２月景気先行

指数、米１２月新築住宅販売件数、２９日に日本１２月雇用統計、日本１２月有効求人

倍率、日本１２月鉱工業生産指数速報値、米１２月個人所得・個人支出、個人消費支出

（ＰＣＥ）デフレーター、米第４四半期雇用コスト指数、米１月シカゴ購買部協会景気

指数、米１月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ＥＣＢ理事会では金融政策に変更なし】

　２１日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、政策金利や金融政策に変更はなかっ

た。前回１２月のＥＣＢ理事会ではパンデミック緊急購入プログラム（ＰＥＰＰ）は５

０００億ユーロ拡大して、１兆８５００億ユーロに強化されおり、これを維持すること

となった。

　　



　声明では「パンデミック緊急購入プログラム（ＰＥＰＰ）の全額を使うとは限らな

い」との文言があった。理事会後の記者会見でラガルド総裁は、「見通しのリスクは下

に傾斜しているが、顕著ではない。経済活動は１２月に提示した基本シナリオにほぼ

沿っている」と述べていた。ユーロドルにはあまり極端な動きはなく、ドル売りの動き

を受けて堅調な動きを見せた。

　　

　ユーロドルは１８日に１．２０５０近辺まで下落した後は下げ渋りを見せている。

１．２３台半ばから１．２０台半ばまで３００ポイント前後下落した反動高となってい

る。戻りの流れは限定的となり、戻り一服後はもみ合いで推移することとなりそうだ。

ユーロドルの目先の予想レンジは、１．２０５０～１．２３００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２５日に独１月ＩＦＯ景況感指数、２６日

に英１２月雇用統計、２７日に豪第４四半期消費者物価指数、２８日にＮＺ１２月貿易

収支、独１月消費者物価指数速報値、２９日に豪第４四半期生産者物価指数、独第４四

半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、スイス１月ＫＯＦ先行指数、独１月雇用統計、カナ

ダ１２月鉱工業製品価格などがある。
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